
ベースを知る
- ５つのポイント ‐
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ベースの５つポイント

ベースはどんな会社？Q１

ベースの顧客戦略は？

ベースの特徴は？

なぜ利益率が高いの？

なぜ成長を続けられるの？

Q２

Q３

Q４

Q５



3All Right Reserved, Copyright. © BASE CO.,LTD.

サマリ
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ベースはどんな会社？

「受託開発」に誇りを持って

「成長」にこだわる会社

Q１

A１

情報処理サービス業界
(SIer) リーディングカンパニー

5050

ベースの顧客戦略は？

柱となるお客様との

長期的な関係構築

Q２

A２

ベースの特徴は？Q３

外国籍社員が半数の

ダイバーシティ経営

A３

面積拡大芝生戦略

稼働率SE比率

9595

なぜ成長を続けられるの？

需要・供給の両面で

成長の条件が揃っています

Q５

A５

稼働人数の最大化と

販売・管理の効率化

利益に対する高い意識付け

なぜ利益率が高いの？Q４

A４

※約37兆円

外部

内部

◆ 営業利益20％成長

◆ シナジー効果

◆ 人材確保優位性

拡大を続ける業界

◆ 拡大する業界の中で人材確保ができる

◆ 芝生戦略で強みを活かしたまま成長

現場営業

トラブル早期対応

ノウハウ蓄積

◆ 稼働人数最大化

◆ 生産性向上

需要

供給

リーティングカンパニーが
柱顧客のターゲット

部をコピー

富士通.NTTデータ.NRI.日立.NEC 等

※「サービス産業動態統計調査」 情報サービス業2025年度

サマリ
＊各QAより詳細がご覧いただけます
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当社の概要
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ベースはどんな会社？

「受託開発」に誇りを持って、

「成長」にこだわる会社です

拡大するマーケットの中でボリュームゾーンを狙う

毎年営業利益の20％成長が目標

Q１

A１

POINT
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様々な業種の企業が
クライアントとなり、
それぞれの会社で必要な
業務システムを主に開発。

（販売管理システムや
在庫管理システムなど）

事業内容

IT業界の「情報処理サービス業界」に属し、いわゆる独立系のSIerです。

クライアントの依頼をもとに、オーダーメイドでのシステム開発や、
ソリューション・パッケージ導入の支援、システムの運用保守を行っています。

ハードウェア業界
電子機器の製造販売

Apple,DELL
etc…

通信インフラ業界
通信に必要なインフラ整備

NTTドコモ,KDDI,ソフトバンク
etc…

情報処理サービス業界(SIer)

クライアントの依頼に基づき
システムの企画・開発・導入・保守を行う

富士通、NRI、NTTデータ etc...

ソフトウェア業界
ソフトウェアの開発

Microsoft,OBC,Oracle
etc…

インターネットWeb業界
Webを利用したサービス

Google,Amazon,YouTube
etc…

IT
業界

IT業界マップ
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ソリューション

システム開発

● システム開発：金融・流通・製造・公共等におけ
るオープン系システム開発が得意。特に金融領域
に多数の実績

● 運用保守：顧客企業のシステムの運用保守を主に
常駐で対応。当該システムの開発メンバーの配置、
顧客の教育等のサービスを提供

● 社員支援：顧客先のIT部門等への社員派遣により、
システムの企画や課題改善活動などを支援

● SAP：SAP社のソリューション導入の支援。導入コンサル
ティングから開発・運用保守まで幅広く対応。周辺システ
ムのカスタマイズ開発なども実施

● その他ソリューション：SalesforceやServiceNowなどの
ソリューション導入の支援

システム
開発

運用保守 社員支援

SAP
その他

ソリューション

システム開発

ITサービス

事業内容②

ソリューション

サービスライン
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モノづくり・運用保守がメインターゲット

要件定義 基本設計 詳細設計 開発 テスト リリース 運用保守

流行に左右されないITサービスの根幹（ベース）となる「モノづくり」と

システムが稼働している限り必要な「運用保守」がメインターゲットです。

システム開発なら「ベース」と第一想起される会社を目指しています。

システムの開発工程

工数イメージ

➢ 「モノづくり」はボリュームゾーンがとれる →成長につながる

➢ 「運用保守」はストックビジネス →安定につながる

➢ ボリュームゾーンがとれることで経験の浅い社員の育成も可能

メリット

ボリュームゾーン
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営業利益100億円達成に向けた取組み 「NEXT STAGE」

（億円）

※2017年度より連結

成長期 

学習期

黎明期

・第2、第3、第4の柱の構築
・パブリック企業へ

・基盤構築
・経営理念の浸透

・営業利益100億円達成へ
・サステナブル成長企業へ

IPO
★

毎年営業利益の20％成長が目標です。

20％成長

1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021 2023 2025 … 202X

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

営業利益推移
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当社の顧客
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ベースの顧客戦略は？

柱となるお客様との長期的な関係構築を

大事にしています

✓ 現場営業 →営業コスト削減

✓ トラブル早期対応 →不採算案件抑制

✓ ノウハウ蓄積 →効率アップ、不採算案件抑制

生産性向上

Q２

A２

POINT 現場主義と長期リレーションにより生産性向上
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1,200

1,400

売上高 従業員数

売上高（億円） 従業員数（人）

※2017年度より連結

主要顧客とのお取引

富士通との
直接取引
開始

みずほ証券との
直接取引
開始

NRIとの
直接取引
開始

NTTデータとの
直接取引
開始

みずほ証券の
運用保守案件

受注

富士通から
コアパートナー

認定

ベースの柱となる主要顧客：

いずれも長期に亘りお取引いただいております。

富士通グループ みずほ証券 NRIグループ NTTデータグループ
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直接契約

（元請け）

一次請け

二次請け

SIerの構造
主にシステムの運用保守
（ストックビジネス）

設計、開発、テスト等
金融・流通・製造領域に強み

（拡大可能性大）

SIerとしての立ち位置

エンドユーザ

一次請け

みずほ証券 等

超大手SIer（元請け）
富士通、NRI、NTTデータ 等

直接契約

エンドユーザからの直接契約及び、

日本を代表する大手SIerからの一次請けの仕事がメインです。

安定

成長
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柱を少しずつ増やしていく

柱顧客との

取引規模拡大

強固な顧客基盤＝経営安定

① 徹底した現場主義

② 長期リレーション

あえて拡大可能性の大きいSIer

からの請負の仕事をメインに

顧客を集中しているからこそ
実現できる２つの循環

顧客数を増やすより、柱となる拡大可能性が大きい顧客との

長期的な関係構築を重視しています。

顧客戦略：柱顧客戦略
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案件リサーチ
要件ヒアリング

提案

PJ推進

PJ成功 一貫した
対応

➢ 常駐しているため常に
案件状況を収集

➢ 効率的な営業が可能

➢ 迅速な意思決定

➢ SEがヒアリング・見積り
するため正確な見積り

➢ PJ推進時の責任者からの
提案で、安心感がある

➢ トラブルの早期発見・対応が可能

➢ 顧客の評価向上

➢ 信頼関係構築

効率的な
現場営業

トラブルの
早期対応

迅速な
意思決定

顧客との
信頼関係構築

不採算案件
防止

メリット

顧客戦略：徹底した現場主義

意思決定権を持った部長や執行役員が常駐し、

一貫した対応で顧客との信頼関係を構築しています。

顧客を集中し、柱顧客で多数要員が稼働しているからこそ実現できます。
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案件受注

ノウハウ
蓄積

生産性向上

顧客評価・
信頼向上

正の
スパイラル 顧客との

信頼関係構築

生産性向上

不採算案件
防止

メリット

➢ 顧客毎に案件の進め方等
が異なる。繰り返し受注
することでノウハウ蓄積

➢ ノウハウ蓄積により生産性向上

➢ 不採算案件も防止できる

➢ 高い生産性で
顧客評価・信頼が向上

★ベースに任せれば
問題ないと
思っていただける

➢ 生産性が高く、
顧客評価も高いため選ばれる

顧客戦略：長期リレーション

くり返し受注することでノウハウを蓄積し、正のスパイラルを生み出します。
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当社の特徴
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ベースの特徴は？Q３

外国籍社員が半数のダイバーシティ経営ですA３

ダイバーシティによるシナジー効果 

人材確保の優位性（国内SE以外も採用が可能）
POINT
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ダイバーシティ － シナジー創出 －

ベースの社員の約半数は外国籍社員です。

様々な文化や価値観の融合により他社にはないシナジー効果を生み出し、

会社の成長に繋がっています。

チームの調和

➢ 違う価値観が刺激となり、自律的な成長に繋がる

➢ それぞれの長所を生かし、短所を補完することで全体のパフォーマンス向上

メリット

顧客へのサービス精神

品質へのこだわり

高い成長意欲

チャレンジ精神

新技術に対する好奇心

即戦力の技術力

日本式マナー・商習慣への理解
多種多様な文化・価値観

スピーディな仕事

シナジー

シナジー
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ダイバーシティ － ５０：５０のこだわり －

日本人社員と外国籍社員の比率は５０：５０を創業から意識しています。

これは社員全員が主役になれるようにするためです。

国籍・性別などによる区別は一切なく待遇も全て同じです。

この考えが文化・風土として根付き、成長意欲の高さに繋がっております。

➢ 平等な環境と主体性を尊重する組織文化がモチベーションを高める

➢ 誰でもチャレンジできるという企業風土を形成

成長

成長

5050

メリット
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他社の調達ルート

当社の調達ルート

当社
人材調達可能性は2倍

日本採用

新卒 中途

中国採用

新卒 中途

協力会社
（日本）

協力会社
（中国）

外国籍社員の中でも割合の大きい中国に関しては現地での新卒／中途の採用ルートを
確立しています。日本には中国人社員主体の協力会社も多数あり、協力会社を含めて
人材調達可能性が2倍です。

ダイバーシティ － 人材調達力 －

➢ 人員増加は
売上拡大に直結

➢ SE不足で日本人
技術者の採用が
厳しい中でも
採用が可能

➢ 社員のみではなく
より多くの協力
会社の活用が可能

メリット
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ベースのなぜ？
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稼働人数の最大化と販売・管理の効率化

を図り、利益に対する高い意識付けを

行っているからです

なぜ利益率が高いの？Q４

A４

POINT
圧倒的なSE比率（約９５％）と高い稼働率（約９５％）

不採算案件が発生しない仕組みづくり
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約95％ 約95％

稼働人員数の最大化 －２つの９５％－

SE比率 稼働率

圧倒的なSE比率（約９５％）と高い稼働率（約９５％）をキープすることで

稼動人員数を最大化し、高収益を実現しています。

約９５％ 約９５％

バックオフィスを効率化し

SE比率を極限まで高めています

利益に対する高い意識付けで

稼働率も緻密にコントロールしています
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2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

効率的な販売・管理

・顧客を集中し、効率的な受注拡大をすることで営業コストを抑えています。

・受託開発に絞ったシンプルな事業展開で管理部門も効率化を図っています。

その結果、低い販管費率を維持しています。

販管費率推移

新規顧客開拓は

営業コスト大

顧客先に部長が常駐し、

常に案件情報を

キャッチしている

顧客を集中

一般的な営業
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利益に対する強い意識付け １／２

社内の最重要KPIは「営業利益」であり、各部門が「営業利益」最大化のために工夫
や努力を重ねております。

そのため、不採算（赤字）案件もほぼありません。

「営業利益」を最大化させるために
業務効率化やスキルアップなど、
生産性向上のためのアイデアや改善策
を積極的に提案・実行しております。

当社は受注も利益も部長が責任を
負っており、最重要KPIが
「営業利益」のため、無理な受注を
せず、利益が出せるように見積り、
提案、交渉を行っております。

裁量権も大きく、迅速な意思決定で
チャンスを逃しません。

案件の見極め 生産性向上

「営業利益」が最重要KPIのため、
無駄なコストを削減します。

コストコントロール
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① 営業とSEの目標の違い

利益に対する強い意識付け ２／２

不採算案件の一般的な要因への対応

② 要件の認識齟齬

③ トラブル対応の遅れ ④ 不慣れな現場

営業が売上目標達成のために無理な案件
（コスト・納期）を受注してしまう

営業を経由したり、顧客とのコミュニケー
ションが不足することで要件定義が甘くな
り、見積りが不正確（工数不足）になる

案件の進捗遅延や要員のスキル不足などを
早期に検知できず、問題が拡大する

初めての顧客など独自のルールや、やり方
がわからず生産性が落ちる

部長が受注責任と利益責任を負い、
常駐して顧客とのコミュニケーションや
案件管理を行うため防止できます。

顧客を集中し、くり返し受注して生産性を
高めるため防止できます。

営業ではなく利益責任を負う部長が受注

常駐して早期対応

コンパクトな部門で目が行き届く

部長を主体に綿密なコミュニケーション

くり返し受注で顧客を熟知
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なぜ成長を続けられるの？

需要・供給の両面で

成長の条件が揃っています

Q５

A５

POINT
拡大するマーケットとダイバーシティ経営による優位な人材確保

競争力の高いビジネスユニットをコピーして拡大する芝生戦略
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成長のための条件が揃っています

需要 供給

➢ 日本だけではなく海外から
人材獲得ルートが２倍
（社員も協力会社も）

➢ IT投資は今後も拡大傾向
*23年度の情報サービス業は売上高約17兆円

➢ 主要顧客であるSIerは
いずれも業界トップクラス
の規模

成長のためには需要面、供給面双方の拡大が必須になりますが、

ベースは拡大のための条件を備えております。

そのため、持続的な成長が可能になっています。

当社にとっては無限の拡大余地 ２倍の人材確保が可能

芝生戦略で当社の強みもキーププラス
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✓ 部長は「部」を経営する
経営者の立場

✓ 利益責任・営業責任を持つ

✓ 20～30名の小規模ユニット

✓ 次期部長育成もミッション

次期部長が育ったら
部をコピーすることで

芝生の面積を増やす＝会社成長

新部長部長

部門経営者である部長を育成し、
部というユニットをコピーして組織をフラットに拡大していく戦略です。

芝生戦略とは

面積拡大
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フラットに拡大する意義

フラットに拡大していくことで、ベースの強みを損なわずに成長することが可能です。

■フラットな組織

■ピラミッド型組織

➢ 管理階層が少ないため、当社の強みである

・現場主義

・高いエンジニア比率

・低い販管費率

をキープできます。

➢ 部長に多くの権限が与えられるため、責任感
や主体性が生まれ、パフォーマンス向上に繋
がります。

➢ スピード感のある意思決定が可能です。

➢ 毎年部門が新設されるため、若手社員のモチ
ベーション向上に繋がります。

管理コストが
多くかかる

メリット
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部長の育成制度

芝生戦略による成長の肝は部長育成にあるため、育成にも非常に力を入れております。

また部長や部長補佐は任命制ではなく、手を挙げた社員から選抜する形のため、

非常にモチベーションも高いです。

部長補佐制度 B-NEXT制度

主任、マネージャ、シニアマネージャと
いった役職とは別に立候補者から選抜する
形で「部長補佐」を選任しております

一年を通して部長になるための研修プログラムの
受講や現場で実際に部長のサポートをすることで
部長の業務への理解を深め、実践を通じてノウハ
ウを蓄積しております。

新卒入社社員の中で選抜テストで優秀な
成績を収めた社員を、幹部候補として
初年度から執行役員の元でマネジメント
などの経験を積ませる制度です。

年齢に関係なくやる気と実力のある社員
には早期より力を発揮できる環境を準備
しております。
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最後に

OUR POLICY

「受託開発」という地味なビジネスを愚直に続けること

高収益、高成長を確実に実現し続けること

=
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本資料の取り扱いについて

◼ 本書には、当社に関連する見通し、将来に関する計画、経営目標などが記載されています。これらの将来の見通し
に関する記述は、将来の事象や動向に関する現時点での仮定に基づくものであり、当該仮定が必ずしも正確である
という保証はありません。様々な要因により実際の業績が本書の記載と著しく異なる可能性があります。

◼ 別段の記載がない限り、本書に記載されている財務データは日本において一般に認められている会計原則に従って
表示されています。

◼ 当社は、将来の事象などの発生にかかわらず、既に行っております今後の見通しに関する発表等につき、開示規則に
より求められる場合を除き、必ずしも修正するとは限りません。

◼ 当社以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。

◼ 本書は、いかなる有価証券の取得の申込みの勧誘、売付けの申込み又は買付けの申込みの勧誘（以下「勧誘行
為」という。）を構成するものでも、勧誘行為を行うためのものでもなく、いかなる契約、義務の根拠となり得るものでも
ありません。

◼ 当社株式の募集及び売出しに応募される際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書
（及び訂正事項分）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断と責任で行われますようお願いいたします。
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